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インターネット電子掲示板上の政治的意見の発信行動に関する研究

ＡＳｔｕｄｙｏｎｔｈｅＰｏｌｉｔｉｃａｌＯｕｔｓｐokennessonlntemet

BulletinBoardSystem(BBS）

金識錆＊

Ｋ”ＣｈｇｏｊＹｂ"９

ＳｉｎｃｅｔｈｅｓｐｉｒａｌｏｆｓｉｌｅｎｃｅｈｙｐｏｔｈｅsiswasproposedbyNoelle-Neumann,many

researcheshavetriedtoidentｉｆｙｔｈｅｖａｒｉａｂｌｅｓｗｈｉｃｈａｆｆｅｃｔｔｈｅｐoliticaloutspo‐

ｋｅｎｎｅｓｓｏｆｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｓ，ｆｉｎｄｉｎｇｔｈｅｃｌｉｍａｔｅｏｆｏｐｉｎｉｏｎｆａｃｔｏｒｓ，demographic

factors,issue-relatedfactors,politicalinterestfactors,andmediausefactorsare

therelatedones,Usingthesefactors,thisstudyaspirestoexplorethevariables

relatedtothepoliticaloutspokennessoninternetBBS・

Theresultis,thesignificantvariablesinaffectingthewillingnessto‘speak'on

internetBBSarethosecloselyrelatedtotheinterpersonalpoliticalcommunica‐

tioninface-to-facesituations・Ｔｈｅｉｍｐｌｉｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｉｓｒｅｓｕｌｔｗｉｌｌbediscussedin

relationto‘electronicdemocracy'．

１．はじめに

インターネットが広く普及するにつれ，それが政治過程において利用される事例も増えている。この

ようなコンピュータ・ネットワークの政治過程への導入と，伝統的なマス・メディアの政治過程におけ

る役割に対する失望を背景に，電子民主主義論が盛んに議論されている（Hagen,1997)。

電子民主主義は，コンピューターとコンピュータ・ネットワークを，民主的な政治システムの運用に

おいて核心的な道具としてみなしている理論を指す概念である（Hagen,1997)。しかし，民主主義が一

つの同一な概念或いは現象でないように，電子民主主義も一つで通称できない多様な特性を複合的に備

えている(Kang,2002)。実際に電子民主主義という名前で分類されている論議の中には，それがどのよ

うなテクノロジーに主に依存しているのか，どのような形の民主主義が好まれているのか（つまり，直

接民主主義なのか，代議制民主主義なのか)，どのような次元の政治参加が，民主主義にとって一番重要

だと信じられているのか，そして，どのようなアジェンダが追求されているのかという基準によって，

遠隔民主主義(teledemocracy)，サイバー民主主義(cyberdemocracy)，電子民主化(electronicdemoc‐

ratization)に分類されたり(Hagen,1997)，それが志向する公的討論(publictalk)の性格によって遠隔

民主主義と熟慮民主主義(deliberativedemocracy)に区分されたりする（London,1995)。

＊慶雁義塾大学大学院社会学研究科社会学専攻博士課程（コミュニケーション/マス・コミュニケーション専門）
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このように電子民主主義論は，その中に多様な内容を包括しているが，それらは全てコンピュータ・

ネットワークが創り出すサイバースペースの技術的可能性に基づいているという点において共通してい

る（勇，1996)。そして，このような技術的可能性を中心にその論議が展開されてきているということ

が，電子民主主義論の最大の弱点として指摘されている(London,1995)。

実際，インターネットによって民主主義が活性化され得るという主張の最大の根拠はインターネッ

トでは，既存のマス・メディアとは異なり，誰もが自分の意見を発信できるため，様々な公的イシューに

関する討論に大勢の人々が参加できるというものである。しかし，実際の経験的証拠は，インターネッ

トは「少数の積極的発信者と多数の非積極的発信者の二重構造」（金．1998,ｐ､155）となっていること

を示している（池田，1997;Jameseta1.,1995;宮崎・李，2001)。このように，政治的道具としてのイ

ンターネットの可能性を主張する論議の最大の論拠が，経験的証拠によって裏づけされていないという

ことは，経験的証拠に基づいていない規範的論議がいかに脆弱なものであるかを明確に示している。そ

して，このことは一方では，政治的道具としてのインターネットに関する論議は，インターネット上の

発信行動を出発点にすべきであるということを示唆している。なぜなら，政治的道具としてのインター

ネットの可能性は，利用者がインターネットを政治的道具として利用して初めて実現されるからであ

り，インターネットの政治的道具としての利用は，即ちインターネット上で政治的意見を表明し，討論

する発信行動を意味するからである。

このような問題意識に基づき，本研究では，インターネット電子掲示板(IntemetBulletinBoard

System)上の政治的意見の発信行動に影響を与える要因についての検討を行う。なお，以下では電子掲

示板のことをＢＢＳと略して表記する。

2．ＢＢＳ上の発信行動に関する研究

Rafaeli＆LaRose(1993)は，コミュニケーション研究者による今までのＢＢＳ研究の大部分は，受容

と消費一情報の獲得(taking/getting)，或いは利用と満足(usesandgratifications吟に焦点を当てて

いると指摘している（例えば，Ogan,1993;Jameseta1.,1995など)。彼らは，ＢＢＳは，情報の消費だ

けでなく，情報の貢献(contribution)をも要求する相互作用的メディアであると主張し，利用に焦点を

当てた研究は，このような相互作用的メディアの「一つの側面(receivingend)」だけを調査する傾向が

あったと批判した。また，彼らは．ＢＢＳ利用者はその掲示板に対する情報の貢献の有無に関係なく，掲

示板の‘情報を利用できるという点で，ＢＢＳの公共財としての属性を指摘し，この公共財という概念を用

いて，ＢＢＳの作動と関連する「もう一つの側面(givingbehavior)」に関する分析を行う。この公共財と

いう概念を用いて．ＢＢＳ上の発信行動を分析した研究では，知覚された費用一経済的費用，時間，知識，

スキルなど－が増加するほど，そして知覚された利益一内容の多様性一が減少するほど，発信行動が減

少するという結果を示している（Rafaeli＆LaRose,1993;Thorn＆Connolly,1987)。

金(1998)は，既存の研究が，費用としては経済的費用，時間，知識，スキルなどの多様な要因が用い

られているのに対し，利益に関しては内容の多様性のみに留まっていることを指摘し，利益側面に関し

ての再検討が必要であると述べた。そして，発信行動によって充足される機能を，発信によって得られ

る主な利益として導入し，このような利益（機能充足）が発信行動に及ぼす影響に関して調査研究を実

施した。また，彼は，インターネットでの発信行動は，日常的なコミュニケーション行動の延長線上に

位置しているものであると仮定し、オピニオン・リーダーの特性を用いて､積極的発信者の特性を明らか
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にしようとした'・

研究の結果，知覚された費用が小さいほど，また知覚された利益が大きいほど発信程度が高い結果が

見られた。また，発信程度の高い集団は，オピニオン・リーダーの社会的特性である，テーマに対する

関与度，社会的活動性，専門的メディアの利用，周りの人々との普段からの‘情報伝達において，発信程

度の低い集団より高く，有意な差が見られた。

3．政治的意見の発信行動に関する研究

ＢＢＳ上の発信行動に関する以上の研究は,特定のトピックに限定されない一般的な発信行動を扱い，

したがって，研究の結果も，知覚された費用が小さいほど，そして知覚された利益が大きいほど発信行

動が増加するという一般的な水準の結論を提示している。しかし，このような一般的な傾向は，あらゆ

るトピックに対しても，そのまま適用できるのだろうか。

Graber(1988）は，あらゆる種類の情報が同じ情報処理過程を経るのではなく，特に政治情報の場合

は，それが個々人によって直接的に体験される情報ではなくマス・メディアによって間接的に体験され

る情報であり，また，それは既にジャーナリスト達によって処理された‘情報であるために，個々人の政

治的‘情報を処理するに当たっての動機は，直接的に体験される‘情報に比べると低いことを指摘してい

る。政治的情報が，他の直接的に体得される情報とは異なる情報処理過程を経るとすると，異なる情報

処理過程を経た政治的意見の発信行動も，一般的意見の発信行動とは異なると予測することが可能であ

ろう。したがって，本研究では，このような政治的‘情報と他の‘情報の差に注目し，政治的意見の発信行

動に影響を与える変数を抽出することを試みる。

政治的‘情報の発信行動に関する研究の代表的な例として，Noelle-Neumannの沈黙の螺旋理論が挙げ

られる。Noelle-Neumann(1993)は，一連の選挙研究を通じて，口頭の支持(vocalsupport)を得てい

る観点(viewpoint)は，現にそうである以上に優位に見え，他方の観点は弱く見えるようになることを

目撃した。彼女は，ある状況におけるそのような傾向は，別の状況にもつながり，優位な観点を支持す

る人々は声を出しつづけ，他方の観点を支持する人々は声を出さずに沈黙しつづけると主張し，それは、

優位な観点が公的な場を支配し，他方の観点が公的な場から消えていき，公衆の知覚の中からも消えて

いくまで，螺旋的過程を経ながら続くと主張し，そのような，ある観点が優位に立ち，自らを優位に見

せ，他方の観点の支持者を沈黙させる過程を「沈黙の螺旋(spiralofsilence)」と呼んだ。

彼女は，個人が持っている孤立に対する恐怖(fearofisolation)が,沈黙の螺旋過程を始動させる力と

して作用すると主張する。平林(1987)によると，このような人間の社会的性質一即ち，孤立に対する恐

怖一は沈黙の螺旋理論の前提である。NoelleNeumannはこのような前提に基づき，社会的同調圧力

(socialconformity)として世論の概念を新しく規定する。彼女によると，「世論とは，もし人が孤立を望

まないならば公に表明しなければならない態度や行動である。或いは，論争ないし変化の生じている領

域においては，世論は，孤立する危険を冒さずに表明できる態度である」（Noelle-Neumann,1993,ｐ、

178,傍点原文)。

Noelle､Neumannは，意見の分布や対立している傾向の相対的力という考えは，「世論」という表現よ

り，「意見の風土(climateofopinion)」という表現の中に，よく現れていると指摘し，沈黙の螺旋は，

しかし，オピニオン・リーダーの全てが積極的発信者であるとは言えない。これに関しては青池(2002)参照。
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まさにこのような意見の風土に対する反応であると指摘している。そして，このような環境に対する観

察は，二つのソースを通じて行われるが，それは、個人の環境に対する直接的観察と，マス・メディアを

通じて得る環境に関する情報であると述べている。Noelle-Neumann(1973)が，「強力なマス・メディ

ア概念への回帰(returntotheconceptofpowerfulmassmedia)」を主張するのは，まさに，このよう

なコンテクストの中においてである。つまり，「個人が自分の意見がメディアによって支持されているこ

とを知覚するのは，個人の話す意思を決める際の重要な要素である」（Noelle-Neumann,1993,ｐ､201）

のである。

Noelle-Neumannによって，沈黙の螺旋理論が提起されて以来，多くの研究が彼女の理論を経験的に

検証するために行われてきた（例えば，Glynn＆McLeod,1984;Glynn＆Park,1997;Gonzenbach，

１９９２;Ikeda,1989;Jeffres,Neuendorf,＆Atkin,１９９９;Ｋａｔｚ＆Baldassare,1992;Lasorsa,１９９１;Moy，

Domke,＆Ｓｔａｍｍ，２００１；Oshagan，１９９６;Perry＆Gonzenbach,2000;Ｓａｌｍｏｎ＆Neuwirth，１９９０；

Salwen,Ｌｉｎ,＆Matera,１９９４;Shamir,１９９７;Taylor,１９８２;Tokinoya,１９８９；１９９６;Willnat,１９９６な

ど)。

沈黙の螺旋理論の検証に焦点をあわせた初期の研究は主に，従属変数として個人の意見表明意思

(willingnesstoexpressopinion)を設定し，独立変数としては，個人の意見，支配的意見に対する個人

の知覚，未来の意見動向に対する個人の見積もり，が用いられた。このような研究によって，支配的意

見の知覚が意見の表明意思に影響を与えるというNoelle-Neumannの主張は検証されたが，その相関

関係は弱いものであった（Glynneta1.,1997参照)。

このような初期の研究に対する批判を含めて、最近の研究では．政治的意見表明（politicaloutspo‐

kenness)は意見風土以外の要因にも依存する複雑なコミュニケーション行動であると指摘がなされ

(Lasorsa,1991),新しい変数が導入された。イシューに対する個人の関心と知識(Salmon＆Neuwirth，

１９９０など)，イシューの重要性(Salmon＆Neuwirth,１９９０など)，政治に対する一般的関与度（関心

と知識）（Shamir,１９９７など)、メディア利用（Salmon＆Neuwirth,１９９０など)，自我効力感（self‐

efficacy,Shamir,１９９７など)，自分の意見に対する確信（Shamir,1997など)、政治，政策に対する不

満，政治的活動性（Shamir,１９９７など)，友人，家族の意見（Ｍｏｙｅｔａ1.,2001など）などの変数が導

入され，政治的意見表明のより包括的な研究が進んだのである。

これに関してＳａｌｍｏｎ＆Neuwirth(1990)は，意見表明は．イシューの特性，イシューに関する知識

と関心，人口統計学的要因，意見風土の関数だと指摘した。また，Shamir(1997）も，誰が話し，誰が

沈黙するかは，社会的同調圧力の関数だけではなく，価値と政治を表現しようとする欲求の関数でもあ

ると指摘した。

4．調査方法

沈黙の螺旋理論と，その後それを政治的意見表明研究として発展させた先行研究の中で，政治的意見

表明に関わっていると確認された変数は，①知覚された意見風土の要因，②人口統計学的要因，③イ

シュー要因，④政治的関心要因，⑤メディア要因などである。本研究の課題は，このような変数を利用

し，ＢＢＳ上の政治的意見の発信行動に影響を与える変数を発見することである。

このような研究課題の検討のために，本研究は２００１年１１月１３日から１２月２０日まで，ＢＢＳ利用
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者を対象に質問紙による調査を行った。具体的には，ＢＢＳに調査に対する協力要請文を掲載し2，その協

力要請文を読んだ上で調査協力に同意した利用者に調査票を送り，回答してもらうという手続きを取っ

た。最終的に回答の返送があったのは１０１名であった。調査票の送付･返送とも，電子メールを通じて

行った。

調査票の主な内容と尺度は次のとおりである。

（１）人口統計学的変数

性別，年齢，職業，教育年数，年収の５項目についてたずねた。

（２）社会的イシューに関する個人の意見と意見風土の知覚

今回の調査に用いられた社会的イシューは，アフガニスタンへの自衛隊派遣問題に関するものであ

る3．このイシューに関する個人の意見を「全く反対」から「全く賛成」までの５段階で測定した。さら

に，このイシューに関する現在の意見風土に対する知覚及び将来の意見風土に対する見積もりを，最も

よくアクセスするＢＢＳでの支配的意見風土,友人や家族の間での支配的意見風土，日本国民全体の支配

的意見風土の３つに分け，５段階で測定した。

（３）イシュー要因

イシュー要因としては，そのイシューの個人にとっての重要性，国家にとっての重要性，そのイ

シューに関する知識，そのイシューに関するニュース接触程度，そのイシューに関してインターパーソ

ナル･コミュニケーションを行う程度，そのイシューと関連した活動，自分の意見に対する確信，そのイ

シューに関する国の対応に対しての不満などを４段階で測定した。

（４）政治的関心要因

政治に対する関心,政治に関する知識,政治に関してインターパーソナル･コミュニケーションを行う

程度，政治に関連した活動，政治ニュースへの接触程度，自我効力感，政治に対する不満などを４段階

で測定した。

（５）メディア利用程度

新聞，雑誌，テレビ，ラジオ，インターネット（携帯端末によるものは除く）の利用程度を４段階で

測定した。

２調査協ﾉﾉ典清文を掲載した掲示板は以下のようである。

Lycos掲示板(http://board｣ycos・cojp）

Yahoo1掲示板(http://messages・yahoo,cojp）

掲示板ネット（http://www､keijiban,net）

Biglobe掲示板(http://board､biglobe,ＣＯ.jp）

ＯＴＤＢＢＳ(http://bbs､otdcojp）

goo掲示板(http://bbsll2goo.､e・jp）

JP-NET掲示板(http://www､jp-net,nejp）

フレッシュアイ無料レンタル掲示板(http://keijibanfreshey､com/servlet/Bbs）

teacup無料レンタル掲示板(http://www､tcupcom/bbs）

せっかく掲示板(http://bbs､sekkaku・net）

AllAbout掲示板(http://board､allabout､ＣＯ､jp）

３このようなイシューの設定は，「孤立の脅威は，ただ，非常に論争的で，道徳的価値を含んでいる(stronglycon，

troversial,morallyloaded）|､ビックにのみ存在する」(Noelle､Neumann,1989,ｐ,１２)という条件に従ったもの
である。
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（６）意見の発信意思

ＢＢＳに自分の意見と反対の意見が多数の場合と，自分の意見と同じ意見が多数の場合の２つの条件

に分け，「BBSに自衛隊派遣問題についての自分の意見を書き込むか」という質問に対して｢全く当ては

まらない」（1点）から「非常に当てはまる」（４点）まで４段階で測定した。

5．調査結果

本調査の分析対象になったサンプルは全部で１０１名で，男性は６８名(67.3％)，女性が３３名(32.7％）

であった。年齢代別に見ると，１０代が４名(4.0％)，２０代が２２名(21.8％)，３０代が３１名(30.7％)，４０

代が２２名(21.8％)，そして５０代以上が２１名(20.8％)であり（回答なし１名)，２０代，３０代がイン

ターネット利用者全体の76.2％を占めているという平成１２年度通信白書と比べてみると、４０代以上

がやや多くサンプリングされたと言える。

（１）知覚された意見風土の要因

ＢＢＳ上，友人や家族間，日本全国の，それぞれのレベルにおいて，現在の世論風土知覚及び未来の世

論風土に対する見積もりを独立変数とし，それぞれがＢＢＳでの発信意思に影響を与えるのかを見るた

めにｔ検定を行なった。

その結果，ＢＢＳにおいて，自分の意見と反対の意見が多数の場合の発信意思(〃＝2.07)の方が，自分

の意見と同じ意見が多数の場合の発信意思(〃＝1.83)よりも，有意に高いという結果が出た（t＝2.934,

p＝.004)。しかし，その方向は，沈黙の螺旋理論が予想した結果とは反対であった。そして，これ以外の

意見風土要因変数は，発信意思に有意な差をもたらさなかった。

（２）人口統計学的要因

性別，年齢４，教育年数５，年収6を独立変数に，ＢＢＳでの自分の意見と反対の意見が多数の場合の発信

意思と，ＢＢＳでの自分の意見と同じ意見が多数の場合の発信意思を従属変数にし，ｔ検定を行なった。

ＢＢＳで自分の意見と反対の意見が多数の場合，低年齢群（Ｍ＝2.30,Ｎ＝47）が高年齢群（Ｍ＝1.87,

Ｎ＝52)よりも(t＝-2.097,ｐ＝､039)，低学歴群(Ｍ＝2.35,〃＝43)が高学歴群(Ｍ＝1.88,Ｎ＝56)よりも

(t＝-2.303,ｐ＝､023),有意に発信意思が高かった｡ＢＢＳで自分の意見と同じ意見が多数の場合も，同様

に，低年齢群(Ｍ＝2.02,Ｎ＝47)が高年齢群(Ｍ＝1.65,Ｎ＝52)よりも(t＝-2.026,ｐ＝､045)，低学歴群

(〃＝2.14,Ｎ＝43）が高学歴群(Ｍ＝1.61,Ｎ＝56）よりも（t＝-2.903,ｐ＝､005)，有意に発信意思が高

かった。

（３）イシュー要因

個人にとってのイシューの重要性，国家にとってのイシューの重要性，イシューに関する情報や知識

の程度，イシューに関して話す仲間の数，イシューと関連した活動やイベントへの参加，自分の意見に

対する確信，そのイシューに対する国の対応に対する不満などを独立変数に，ＢＢＳでの自分の意見と反

対の意見が多数の場合の発信意思とＢＢＳでの自分の意見と同じ意見が多数の場合の発信意思を従属変

数にし，ｔ検定を行なった。

４中央値である３８歳を基準に，３８歳以上を高年齢群に３８歳未満を低年齢群に分けた。

５中央値である１９２ヶ月（１６年）を基準に，１６年以上を高学歴群に１６年未満を低学歴群に分けた。

６中央値である６００万円を基準に，６００万円以上を高所得群に６００万円未満を低所得群に分けた。
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ＢＢＳで自分の意見と反対の意見が多数の場合，イシューに関して話す仲間の数7とイシューと関連し

た活動やイベントへの参加8だけが発信意思に有意な差をもたらした反面，ＢＢＳで自分の意見と同じ意

見が多数の場合には，発信意思に有意な差をもたらした変数の数が増え，個人にとってのイシューの重

要性９，イシューに関して話す仲間の数'０，イシューと関連した活動やイベントへの参加''，イシューに

対する国の対応に対する不満12が，発信意思に有意な差をもたらした。

（４）政治的関心要因

政治に対する関心，政治に関する情報や知識の程度，政治に関して話す仲間の数，政治活動やイベン

トへの参加,政治に関するメディアの利用程度，自我効力感,政治に対する不満などを独立変数に，ＢＢＳ

での自分の意見と反対の意見が多数の場合の発信意思とＢＢＳでの自分の意見と同じ意見が多数の場合

の発信意思を従属変数にし，ｔ検定を行なった。

ＢＢＳで自分の意見と反対の意見が多数の場合,政治に関して話す仲間の数'3だけが発信意思に有意な

差をもたらした反面，ＢＢＳで自分の意見と同じ意見が多数の場合には，発信意思煮有意な差をもたらし

た変数の数が増え，政治に関して話す仲間の数'４，政治活動やイベントへの参加'５，政治に関するメディ

ア利用程度'6が〆発信意思に有意な差をもたらした。

（５）メディア要因

新聞，雑誌，テレビ，ラジオ，インターネットなどのメディアの高利用群の発信意思と低利用群の発

信意思を，ＢＢＳでの自分の意見と反対の意見が多数の場合とＢＢＳでの自分の意見と同じ意見が多数の

場合に分けて比較した。

前者の場合，雑誌の低利用群の発信意思(Ｍ＝2.27,,＝48)が高利用群の発信意思(Ｍ＝1.88,Ｎ＝52）

よりも（t＝-1.884,ｐ＝､063)，テレビの低利用群の発信意思(Ｍ＝2.42,Ｎ＝24)が高利用群の発信意思

(〃＝1.96,Ｎ＝76)よりも(t＝-1.903,ｐ＝､060)，１０％水準で有意に高かった。後者の場合は，いずれに

ついても有意な差は見られなかった。

７多い群の発信意思(Ｍ＝2.50,Ｎ＝26）が少ない群の発信意思(Ｍ＝1.92,Ｎ＝74）より有意に高かった（t＝2.523,

ｐ＝､０１３)。

８参加している群の発信意思(Ｍ＝2.83,Ｎ＝6)が参加していない群の発信意思(皿＝2.02,Ｎ＝94)より１０％水準で

有意に高かった(t＝1.883,ｐ＝.063)。

９そのイシューが重要だと思っている群の発信意思(Ｍ＝2.00,Ｎ＝60)がそうでない群の発信意思”＝1.58,Ｎ＝

４０)より有意に高かった(t＝2.337,ｐ＝､021)。

'O多い群の発信意思(Ｍ＝2.38,Ｎ＝26）が少ない群の発信意思(Ｍ＝1.64,Ｎ＝74）よりｆ1.意に高かった（t＝3.854,

ｐ＝､000)。

'’参加している群の発信意思(Ｍ＝3.17,Ｎ＝6）が参加していない群の発信意思(Ｍ＝1.74,Ｎ＝94）より有意に高

かった（t＝3.976,ｐ＝.000)。

'２高い群の発信意思(Ｍ＝1.97,Ｎ＝64)が低い群の発信意思(Ｍ＝1.58,Ｎ＝36)より有意に高かった(t＝2.321,ｐ＝

．022)。

１３多い群の発信意思(Ｍ＝2.46,Ｎ＝28）が少ない群の発信意思(Ｍ＝1.92,Ｎ＝72）より有意に高かった（t＝2.428,

ｐ＝.０１７)。

'４多い群の発信意思(Ｍ＝2.14,Ｎ＝28）が少ない群の発信意思(Ｍ＝1.71,Ｎ＝72）より有意に高かった（t＝2.183,

ｐ＝.031)。

'５参加している群の発信意思(Ｍ＝2.43,Ｎ＝7)が参加していない群の発信意思(〃＝1.78,Ｎ＝93)より１０％水準で

有意に高かった(t＝1.824,ｐ＝､071)。

'６高い群の発信意思(Ｍ＝1.93,Ｎ＝74）が低い群の発信意思(Ｍ＝1.56,Ｎ＝25）より１０％水準で有意に高かった

（t＝1.786,ｐ＝､077)。
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6．考察

本研究で、意見風土要因は，一つを除いて，発信意思に有意な影響を与えなかった。そして，その有

意な結果さえも、その方向は,沈黙の螺旋理論が予想した方向とは逆であった。このような結果は，ＢＢＳ

での発信行動に関する意見風土要因の説明力がないように思わせる。しかし，ＢＢＳで自分の意見と反対

の意見が多い場合より，自分の意見と同じ意見が多い場合に，発信意思に有意な影響を与える変数の数

が増加したということは，意見風土が直接的には発信意思に影響を与えていないが，他の変数と相互作

用しながら間接的に発信意思に影響を与えているということを示唆している◎つまり．発信行動が，意

見風土，人口統計学的要因，イシュー要因，政治的関心要因などの多様な変数が相互に影響し合って行

なわれる複雑でダイナミックなコミュニケーション過程であるということを示している。

また，本研究の調査結果から，ＢＢＳ上での政治的意見の発信意思に影響を与える変数として，「イ

シューに関して話す仲間が大勢いる｣，「イシューと関連した活動やイベントに積極的に参加している」

や「政治に関して話す仲間が大勢いる」などの，政治に関する普段のインターパーソナル・コミュニ

ケーションの程度を表している変数が抽出された。これは,「双方向的な公開コミュニケーション場での

コミュニケーションは現実と離れているのではなく日常的コミュニケーション行動の延長線上で行なわ

れている」（金，1998,ｐ､218）という金(1998)の主張を支持するものである。

このように，ＢＢＳ上の政治的意見の発信行動が，対面状況での政治的意見の発信行動と密接な関係を

持っているということは，技術的可能性を中心に論議されている電子民主主義論に対する一つの批判に

なり得る。つまり，技術的可能性が与えられても班人間の行動パターンはそれによって急に変わるもの

ではなく，したがって，電子民主主義の可能性は，その技術的可能性から求められるべきでなく，人間

の実践可能性から求められるべきであるということである。実際に，本研究において，ＢＢＳで発信意思

を表明した回答者は，過半数を大きく下回っている（BBSで自分の意見と反対の意見が多数の場合が

39.0％で，ＢＢＳで自分の意見と同じ意見が多数の場合は24.0％)。これは，インターネットが，誰もが

自分の意見を自由に発信できることを可能にはしたものの，その可能性は，未だインターネット利用者

のコミュニケーション行動の中で，実現されてはいないということを意味している。

本研究は具体的なイシューとして，一つを扱ったのみであり，またサンプルが代表性を有していない

ため，一般化できないという限界を持っている。このような限界を克服するために，将来の研究におい

ては，イシューをタイプ別に一般化する試み(Salmon＆Newirth,1990)や，インターネット調査技法

を洗練化させる努力が要求される。このような努力を通じて達しうるインターネット上の政治的意見の

発信行動のメカニズムに関する理解は，電子民主主義論を拡張させ，実現させる上で重要な意味を持つ

であろう。なぜなら，インターネット上の政治的意見の発信行動のメカニズムに関する理解は，イン

ターネット上の政治的意見の発信を活性化するために必要な制度的，実践的条件が何かを教えてくれる

であろうし，そして，そのような制度的，実践的条件が整った時には，電子民主主義はもはや可能性で

はなく現実として現れるからである。
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